【別紙１】

２．道本部・地方本部の取り組み目標
　道本部・地方本部における重点目標は、次の通りです。
	①町村職、一部事務組合、公共民間などの小規模単組における安全衛生活動の強化
　総務省の調査によると町村職場の衛生委員会の設置率は、84.6％と依然として低い数値となっています。衛生委員会の設置による安全衛生活動の開始。職場巡視の実施を求めます。
②メンタルヘルス対策の強化
地方公務員安全衛生推進協会の「地方公務員健康状況等の現況(約75万人対象)」(2014年11月)によると、地方公務員の自殺者は134人となっています。これは在職死亡者の19.8％とがんに続く死亡原因の第２位となっています。自殺とうつ病等の精神疾患との関連性が非常に強いことが指摘されており、メンタルヘルス問題は深刻な状況となっています。また、同調査では、在職職員の精神および行動の障害を理由に１ヵ月以上の長期病休者は9,070人となり、長期病休者の51.5％と半分以上がメンタルヘルス不調による病休となっています。
職場の人間関係や環境の変化、業務量の増加が原因で、またパワー・ハラスメントやセクシュアル・ハラスメント、マタニティ・ハラスメントによるメンタルへルス問題が深刻化しています。このため2009年４月改訂の「自治労メンタルへルス対策基本指針」をもとに、厚生労働省の｢過重労働による健康障害を防止するための総合対策｣、「労働者の心の健康の保持増進のための指針」などを活用しながら、単組の取り組みを支援します。
③アスベスト対策の強化
2014年10月９日、最高裁は、大阪泉南アスベスト問題について国の責任を認める判決を出しました。アスベストは、自治体の諸施設の多くで壁材、建材など広範に使用されており、自治体労働者のみならず公共施設を利用する住民にも大きな影響を与えます。アスベスト調査報告や本部作成のリーフレットを活用し、職場と地域の課題としてのアスベスト対策をはかります。
④ストレスチェック実施にむけた検討・協議の推進
　2015年12月１日より、従業員50人以上の事業場に対して医師・保健師などによるストレスチェックが義務化されます。安全衛生月間の中で、ストレスチェックの実施にむけて安全衛生委員会等で協議をすすめます。


